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ここで は,行 政当局が社 会的 に望 ま しい開発量 躍を主観 的な許可基準 とし
て持ち,開 発者 と住 民の開発 要求量 の うち,こ の基準量 に近い もの を都市の開
発量 と して決め る場.合を分析 する。前の分析 の結果 は,許 可基準 に対す る確率
発布や効用関数の形に関係な く,つ ねに成立す る もので あったが,こ の場合 に
は,後 で分析す るように,そ れ らの要素によって結果 も違 って くる。
まず,D,が 許可 され る確 率を考 えてみ よう.仮 定 によ り,D,>D2であ るた
め,四 一〇2>D一 躍の場合 にP1が 許 可 され.る。そ して,開 発者 と住民 は,謬
が両者 の要求量の平均を中心 として左 右一定の範囲で一様分布す ると予想す る
と仮 定 し よ う。 左 側 の 分布 範 囲 をB,,右 側 の分 布範 囲 をB,と す る と,欝
は,[(D,+D2)/2-B,,(D,+P2)盈+θ2]の区間で一様分 布 す るこ とになる%
従 って,密 度 関数 プ@)=1/(θ2+θ、〉とな り,分 布関数F(x)=∬/(B2+θ、)とな
る。そ うす る と、
D,が許可 され る確 率=P[∬〉(D,+エ)2)尼]ニ1-F[(D,+P2)尼](15)
とな り,.
Z)3.が許可 され る確率 ≡F[(D,十D,)/21(16)
])た だ し,こ こでの θは行政当局 の主観 的な最適開発量 に付す る開発 者 と住民 の予想範囲であ
り,そ の値 ぱ他 の都市の開発量や過去の趨勢等によ って決まるであろ うρ
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ここか らは,開 発 者 と住民 の リス クに対す る態度(効 用関数の形態)に よっ
て,都 市 の開発量が どう違 って くるか 分析 してみ よ う。 ここで も分析 を簡単 に
す るた め,開 発費用 は無視す る。
(1)住民 と開発者 がリス ク中立 的である場合
住民 と開発者が リスク中立的であ る場合 として,第$図 のよ うに開.発音 と住
民 の効用関数が直線であ る場合を考え る、
ここで は,あ る開発水準P*を 境 界 に,そ れ以Fの 開発水準 では効用 関数
が増加 関数であ るが,そ れ を極え る開発水準で は外部不経済 による負 の効果が
強 く,効 用 関数が減少関数 となる場合 を想 定す る。
前 と同 じ く,ま ず住民 の行 動 を分析 してみ よう。住民 は開発 者の任意 のD,
に対 して期待効用が 最大 に なるよ うにD,を 選 ぶ。 ここではD,に よっτ,二
つ の行動 パ ター ンが あ り得 る。
0上=D"であ る場合 には,住 民 の効用 が最大 にな るため,住 民 は開発者 の要
求量1〕⊥を受 け入 れ,開 発 者 と住民 はそれ ぞれ σ(0*L障 α)*)の効用 を得 る
こ とになる。.
1)、>1アで あ る場 合 には,住 民 はD,よ り小 さい開発水準 を提示 す ることに
よって,効 用 の最 大化 を図 る。 ところで,こ の場合 の住民 の効 用関数 は0*
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の 右 側 で あ る た め,分 析 の 便 宜 上 ρ*を 原 点 と し て 分 析 す る2〕。 こ の 時 の.住民
の 期 待 効 用 は,
EV={1-F[(1)1十1)2-2D宰)!2}}x開r(D,一D*)
一十一F[(1)L一ト1)2-20*)ノ2]×レγ(02-D*)...(17>
と な り,最 大 化 の1次 条 件 は,
(1!2)ノ1(1)1十1)3-2エ)*)/2](レγ(」ワ2-P*)一匹ゲ(エ)1-P*))
→一F[(01十P3-20窄)/2]W'(03-1)*)=0(ユ8)
と な る 。
と こ ろ で,住 民 の 効 用 関 数 が 直 線 で あ る た め,次 の 関 係 が 成 立 す る 。
閉7'(1)2-P*)=一(洞z(1)2-D*〉一 再7(1)E-1)*))/(1)1-1)2)(19)
そ して,(19)式 を(ユ8)式に 代 入 し て 整 理 す る と,
(1〆2)∫[(エ)1一トP2-20*)/21=F[(D,十エ)z-2D*)ノ2]/(01-D2)〔20)
と な る Ω さ ら に,F[(D,tD,一21)*)/2]三 ∫[(D,十1)2-21)*)〆2](1)1十P2
-2D*)庖 の 関 係 か ら ,
P芽=D*.......(21)
の 関 係 が 得 ら れ る 。 つ ま り,住 民 が リ ス ク 中 立 的 な 場 合 に は,01≧D*で あ る
限 り,い つ も効 用 が 最 大 に な るP*を 要 求 す る こ と に な る 。
次 は,開 発 者 の 行 動 を 考 え て み よ う 。 開 発 者 はD,=D*を 前 提 と して 行 動




最 大 化 の ユ次 条 件 は,
五(D,十P*)/2](σ(D,)一σ(D"))
一2{1-F[(Z)1十Z)*)/2]}σ「(1)1)=0.(23)
と な る 。 と こ ろ で,開 発 者 の リ ス タIl騙立 か ら,
〔/'(1)1)≡(σ(0ユ)一U(0*))/(1)1一ρ*〉(24)
2)従 って,開 発者.と住民の要求量をそれぞれD,一D*と 凸一 伊 として分析す ることになる。
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の関係が成立す るか ら,こ れ を(23)式に代入 して整理す る と,.
D;;1)*+B,+θ2....(25)
の関係 が得 られ,リ ス ク中立 的 な開発者 は,住 民 の要求量P*に,行 政当局
の主観的 な最適 開発量の分:布範 囲の最大値(θ、+θ2)を加 えた量 を 自分の開発
量 として提 示す る ことになる。
この場合 の,両 主体 の要求量の差 は6
D膏一D3=B,十〇z....(26)
であ るため,両 側 は予想範 囲だ け差が存在す る。
従 って,実 際に どの要求量が選 ばれ るか は,行 政当局が主観 的に考 えている
最:適開発量の水準 に よって決 まる。 もし,そ れが両要求量の平均 よ り大 きい と
開発者の要求量が選ばれ ることにな り,そ の反対の場合 は住民 の要求量 が選 ば
れ ることにな.るであろ う。そ して,住 民 の要求量 は行政当局の主観 的な許可基
準 に対 す る不確 実性 と関係 な く,い つ も1)*として..定で ある反面,開 発 者
の要求量 は不確実性 が大 きければ大 きいほ ど大 きくなる。
(2)開発者 はリス ク中立的で,住 民 はリスク回避的 である場合
開発者 は リスク中立的であ るが,住 民 は リスク回避的であ る場合 と して,こ
ζで は第9図 のように住民の効用関数は原点 に対 して凹 の形であ る場合 を考え
る3}。
まず,住 民 の行動 を分析 してみ よう。
前.と同 じく,D、=1)*であ る場 合には,住 民 は開発者 の要求量0、 を受 け入
れるため,開 発者 と住民 はそれぞれ σ(P*),罪(D*)の効用 を得 る。
D,>D*であ る場 合 に,住 民 は期待効用 を最大 にす るよ うにP2を 選択 す る









第9図 開 発 者 は リス ク 中立 的で,







(18)式に,∫(の=1/(θ2+B,),F(④=認(62+e,)の 関 係 を 代 人 し て 整 理 す る と,
(欧P、 一P・)一 躍(D、一D`))一 一(D、+D、一20*)躍'(P・)〔27)
と な る 。 さ ら に,平 均 値 定 理 に よ っ て,
曜 冗0-D*〉 ≡ 一(躍(D,一P*)一 躍(D,一P*))/(D,一Da),
(1)言くP<D,).(28)
が 成 立 す る か ら,こ れ を(18)式に 代 入 して 整 理 す る と,
レ7'(ρ一〇*)=A十 年～2一2D*.(29)
w'(PrP*)DrD2
と な る 。
と こ ろ で,住 民 の 効 用 関 数 の 凹 性 か ら,
羅 三鴇 一… の・〈・…).(30)
の ように表せ る。 ここで,β は効用 関数 の凹性 を表す ものであ る。従 って,β
が大 きいほ ど効用関数の凹性 が強 くな り,住 民が よ りリスク回避的であ ること
を意 味す る。 そ うす る と,(29)式と(30)式か ら,住 民 の均 衡要求 量 理 は次
のよ うになる。.
・・一1早}・・晶 ・・....1・ …





この結果か ら,住 民 の均衡 要求量D穿 は開発者の要求量D,が 大 きいほ ど,
住民 の効用 が最大に なる開発量0*が 大 きい ほ ど,大 きくな ることが分か る。
そ して,住 民 の リスク回避度 βが大 きい ほど,D芽 も大 き くなるが,そ の増加
の程度 はD,一D*の 大 きさに比例す ることが(32)式か ら確認で きる。
.∂畿
。子、1・(杁例 …..・32・
このこ とは,リ.スク回避的であ るほ ど,住 民 は 自分 の要求量が選 ばれ ない こ と
を恐れ るた め,0*に 近 い開発量 を提 示で きず,P、 に近 い開発 量 を提 示す る
こ とになるか らであ る。
次 は,開 発者 の行動 を分析 してみ よう。開発 者は(31)式を前提 として行動す
るか ら,期 待効用 の最大化問題 は次の ように書 ける。
maxEσ≡max{1-F[(D,+D穿)/2]}xO(0、)u≧OP1≧O
十F[(1)1十1)オ)/2】x〔1(1)穿)..(33)
そ し て,最 大 化 の1次 条 件 は,
(鵬)一 臓))一{禦一(砺+の 一ム ーSD*}U'(D,)
.一儲(・ ・+去・・)U'(胴(・4)
と な る 。
と こ ろ で,開 発 者 の リ ス ク 中 立 か ら,U'(D、)=U'(D2)=ひ'(P)と ひ'(P)=
(σ(D,)一σ(D2))/(D、一1)、)が成 立 す る た め,こ の 関 係 と(31)式を 利 用 し て 整
理 す る と,
・・」 撃 … の 千号 ・・ ■ ..・35)
が得 られる。
前 と同 じく,開 発者 は リスク中立で あるため,不 確実性が大 きいほ ど(予 想
範囲 θ2+B,が大 きいほ ど),よ り多い開発量 を提 示す ることが分 か る。そ して,
0*が 大 きい ほ ど,開 発者 の要求量 も多 くな るが,こ れ はP*が 大 きいほ ど,
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住民 が よ り多い開発量 を提示す るた め,開 発者 もよ り多い開発量 を提示す る こ.
とが出来 るか らであ る。(36)式は,β の増加が 開発者 の要求量 に及ぼす影響 を





・・一 聯 欝 …+B,)・+2)D2(8+1)*』(37)
嘗 、,1,4+、,・{…)2(・・+・・)一・・*・.(38)
であ るため,(Br+B!)>20*の時 には,.∂P叡∂β>0と なる ことが分 か る。 そ
して,両 要求量の差 は,
堺 一醒 一 撃 … 午の 一毒・・.・ 一 ・39・
であ るため,不 確 実性 の増 加は両要求量 の差 を広 げることになる。 これ は開発
者の リスク中立 的な行動 の結 果であ る。 しか し,P*の 増加 は両要求量の差 を
縮小 させ ることにな る。 この ことは,D*が 増加す る と,両 方 とも要求量 を増
加 させ るが,住 民側の増加量が開発者側 のそれよ り多いこ とを意味す る もので
あ る。 そ して,β の増加 に対す る両側 の反応 は(θ2+B,)と20*の大 きさ に
よ って異 な ることが(40)式か ら分か る。つま り,民 間側が行 政当局の主観 的最
適 開発量 に対す る不確実性が.ト分大 きい ときには,住 民の リス ク回避度 が多 い
ほ ど,両 要求量 の差 は減少す るこ とにな る。 とい うのは,住 民 が リス ク回避 的
















と な る 。 さ ら に,(31)式,(27)式,(41)式 か ら,次 の 関 係 が 得 ら れ る 。
(Appendix参照)
=1(42)
(β青1・咄 晋 毒・・)・・+農.(酷 ・*)・・
σ 〆(D,)ぴ(D,)
,δ ≡こ こで,6≡ ぴ(P)ぴ(D)
こ こ で は,開 発 者 が リ ス ク 回 避 的 で あ る た め,召 〈1,ゐ>1で あ り,開 発 者 の
20(D
、一D諺)十1
5)・リ・ク.回避 的・な醗 翻.不 喉 要因 腿 考慮 し欄 待効用 よ り確 実 な効用 を選好す る
ため,あ る程度の開発 を諦めてで も 〔第10図の 西にあ たる開発量)確 実 な効用を得 ようとする。
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リス ク回避度が大 きくな るほ ど,α は小 さ くな り,酎 ま大 き くなる ことが分か
る。(42)式を利用 して,開 発者 の リ.スク回避 的な行動 によって.両 者の要求量
が リス ク中立 的な場合 とどの ように異な るか を分析 してみ よ う。(42)式を整理









この式 は,σ=1,∂耳1の 時,(35),(37)式と(43),(44)式が 一致す るこ とが
確認で きる。 ところで,α<1,わ>1で あ る場合 には.(43)式のP*の 係数 は
(35)式のそれ よ り大 き くな るが,(θ2+B;)の係数 の大小 関係 ははっき りしない。
つ ま り,開 発者が リス ク回避 的であ る と,D*に 対す る開発 者の反応が,リ ス
ク中立的な場合 よ り大 き くな るが,(θ2+θ、)に対す る反応 ははっき りしない⑤。
従 って,分 析 を簡単 にす るため に,開 発者の.リス ク回避度 が住民 のそれ と同
じであ る場 合を想定 して,ど のよ うな条件の下で,.開発者の リス ク回避 的な行
動 の効 果が異な って くるか を分析 してみ よう。
両者の リスク回避度が 同 じで ある場合 には次の関係が成立す る%
pa=w〆(P)σ'(01)/躍〆(D1)こ1'(P)=1..(45)
この関.係を利用 して,(43)式と(44)式を書 き直す と.
6)〔諭 天から,理 はここセのD}と比例関係にあるから,研 の(θ一θ1)とP乗に対する変化
が分 かれ ば.財 の変化 も自動的 に決 まる。例 えば,酔 の と0*に 対す る反応 が大 きくな るか
ら.そ れ に対す る 麗 の反応 も大 き くなる。
7)住 民 の リスク回避度 が開発者 のそれよ り大 きい場合は.v'働 ぴ ω・yy「ω・>U'(D)が1よ.り












こ.こで,.まず,(35)式と(43)式の(θ2+B,)の係数の比較 か ら,次 の関係 が
言 える。
βδ〈(.〉)3である場合→(35)式の係数 〉(〈)(43)式の係数
従 って,β∂く3の 場合 には,リ ス ク回避 的な開発者 は同 じ(θ2+B,)に対 して1
よ り少 ない開発量 を要求す ることになる。 この条件 は,β と 西の定義か ら,
βδ;躍'(D)U'(P2)/陀'(Pz)σ'(D)<3
で ある.ため,開 発者 と住民の リスク回避度がそれほ ど大 きくないこ とを意味ナ
る ものであ る。従 って,開 発者が リス ク中立か らリス ク回避的になって も,そ
の リスク回避度 が.卜分大 き くない場合 は,両 者 の要求量 の(θ2+θ、)に対ず る
反応 は小 さ くな るが,ρ*に 対す る反応 は大 きくな ることが言 える。 このこ と
は,リ スク回避的 な開発者 は,自 分の要求量が選ばれる可能性 を高めるために,
(θ汁 θ、)の変化 よ りはP*の 変化 によ り敏感に反応する ことか ら出て来 る もの
であ る。
Vお わ り に
本論で の主 な分析結果 は次の よ うであ る。
第1に,都 市人 口の増加 と伴 って,混 雑な どの外部不経 済が存在 する ときに
は,都 市 の開発量 を巡 って 開発者 と住民の間で利害の対立が生 じる。 この時,
都市開発量決定.メカニズムの経済分析(2)(117)117




























無 くなる。 しか し,許 可の予想 範囲が依然 として大 きい場合 には最適 な開発量
か ら離れ る可能性が残 る。
以上 の分析結果 は,日 本 と韓国の開発量 の決定 システム と関連 して,つ ぎの
よ うな政策的示唆 を与 える。
第 ユに,自 律的 な交渉に よる方 法が社会 的に望 ま しくない結果 を もた ら し得
る とはい え,行 政当局の主観的な許可基準が恣意的で真の最適開発量か ら乖離
す る場合 には,同 じ問題 が生 じることで ある。従 って,オ ー プ ンな意見交換 と
緻密 な調査 を通 じて,最 適 開発量 に対 しての納得のい く水準 を事前 に確保 しな
けれ ばならない と言 うことであ る。 そのた めには,現 在の ような緩い土地利用
計画 を詳細 な土地利 用計 画 に転換す る ことによって,最 適開発量 に対 して利害
関係者が 予測で きるようにす る必 要が ある。 こうい う面か ら見て,日 韓両国で
最:近マスター プランや計 画の詳細性 を強化 しよ うとす る動 きは望 ま しい と言え.
よう。
第2に,今 の ように,開 発 の 白市が幅広 く認 められてお り,許 可の過程で市
民の意見 を反映 しうる制 度的装置が存在 しない場合 には,行 き過 ぎた開発を も
た らす可能性があ る。従 って,住 み 良い住環境 を助成す るためには,上 の詳細
な土地利用計画の もとで 市民 の意.見を反映 しうる制度への改善が求め られてい
る。
第3に,市 民 の意 見を反映 して も,不 確実性が残 る場合には.各主体の リス ク
に対す る態度 によって,決 ま った 開発量が最適 な水準か ら離れ る可能性がある。
従 って,行 政当局が 許可基準 に対 して情報 を提供 し,そ れを遵守する とい うコ
ミッ トメ ントが必 要 となる。 ここで,詳 細 な上地利用計画の確立が このよ うな
コ ミットメン トの重 要な.手段 となるの は言 うまで もない。
しか し,本 論 での分析結果 は非常 に簡単化 されたモデ ルに よる ものであるた.
め,限 界があ る。現実 的には,行 政当局 も政治的な理由で戦略的に行動す るで
あろ うし,住 民 と開発者 も多様 なタイプがあ るであろ うDそ して,都 市の開.琵
琶 は都 市の公共施設 の財源 の調達問題 と関係す るものである。従 って,よ り現
都市開発量決定メカニズムの経済分析 〔幻
実的な分析 の為 には,こ ういつた要素 も考 慮す る必 要が.ある。
課題 については,別 稿 を期 したい。
(119)119







{解1θ1・の一α一調 鵬)・[舞 疏・鴛 ・→臓)
.一.晦一 ・・藷 　 ・・ 旨........(A1,
XU'(n,)十rσ'〔P2)
と な る 。 と こ ろ で,平 均 値 定 理 に よ っ て,
〔障(D,一 〇*)一 レヲ(瑳 一P承D=曜 〆(D-0*)(n,一D,)・
(D,<D〈P、).(A2)
(σ(D、)一び(0、})一σ ・ω}(D,一D、 〉,(D,〈P〈D,〉(A3)
が 成?Lするか ら,(A1)式 の左 辺 は 罪 「(0-P*〉/曜'(P}とな る。
さ らに,(A1)式 の 両辺 にU'(ρ2y(β陀 「(D-D*))を掛 け る と,(A1)式 は,
躍 ・(坊一P・)び・(P・).藷(P・一 〇・)ぴ(ρ立　 =
躍'(D-P≧){溺{隅 叫 号 留}U'(o)U'(D)w'(ρ 一P*)
(A4)
とな る。
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